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AVILEN、神戸市と AI活用による生産性向上に向けた連携協定を締結 

～自治体業務の高度化と市内中小企業の省力化・省人化を、生成 AI活用で推進～ 

 

株式会社 AVILEN（本社：東京都中央区、代表取締役：高橋 光太郎、以下「AVILEN」）は 2025

年 12 月 26 日、兵庫県神戸市（神戸市長：久元喜造）と「AI の活用による自治体及び中小企業

の生産性向上に関する連携協定」を締結いたしました。 

 

 

１． 背景 

神戸市は、本格的な人口減少社会の到来を見据え、都市の持続可能性を確保するための行政

運営と地域経済の強化に取り組んでいます。こうした課題に対応する重要施策の一つとして、

デジタル技術を活用した行政改革と市民サービスの高度化を推進しており、令和 7 年度予算編

成においても「DX の活用促進」を重点方針の一つに位置づけています。これらの取り組みは

「神戸スマートシティ」として体系化されており、データや先端技術を活用して行政課題の解

決と市民生活の質の向上を図ることを目的としています。神戸市では、AI・データ活用をはじ

めとするデジタルトランスフォーメーションを全庁的に加速させ、持続的に発展する都市モデ

ルの構築を目指しています。 

 



２． 連携の目的と内容 

本協定は、AVILEN が提供する生成 AI の活用支援をはじめとした AI ソリューションサービ

スの提供や、データドリブンなデジタル組織構築に関する知見の提供等を通じて、神戸市およ

び市内の中小企業の生産性向上を目的とするものです。 

 

＜連携内容＞ 

① AI を活用した神戸市の業務の効率化に関すること 

② AI を活用した市内中小企業の省力化・省人化に関すること 

③ その他、本協定の趣旨を実現するために必要なこと 

まずは、神戸市における補助金業務の高度化に向け、AI 活用の検討を進めていく予定です。 

 

３． 今後の展望 

生成 AI をはじめとした AI 活用は、民間企業だけでなく政府・官公庁・自治体などの公共

部門においても活発化しており、その取り組みが一層加速することが見込まれます。 

AVILEN は、これまでも京都市との AI 活用/DX 推進に係る連携協定、山口県の AI トランス

フォーメーション人材育成事業の支援、宮城県のデジタル中核人材育成業務の支援など自治

体における AI 活用推進支援に積極的に取り組んできました。 

今後もこれまで蓄積してきた DX 推進や AI 活用に関する実践的な知見を活かし、自治体へ

と支援を展開し、デジタル社会の実現に寄与してまいります。 

 

４． 今後の見通し 

  本件による当社の当期業績へ与える影響は軽微です。 
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